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調査の目的

 2021年度から実施されている中学校の学習指導要領に関し、文部科学省が公表
した学習指導要領解説（社会編）では経済分野の学習において企業会計や会計
情報の提供・活用等を取り扱うことが記載された。

 当協会が昨年行った調査※では、企業会計・会計情報に関して、これまで扱わ
れてこなかった新たな内容であり、学校現場においては授業で取り扱うに当
たって不安に感じている方が多数見られた。
※ 中学校における「会計基礎教育」対応状況調査の結果について（2021年6月公表）

https://jicpa.or.jp/news/information/2021/20210623efh.html

 昨年の調査は、新学習指導要領実施直前に行ったが、実施後1年度が経過し実
際に学校現場においてどのように取り扱われたかについて把握し、日本公認会
計士協会としてサポートできる施策の立案に活かすために、改めて、中学校の
教員に対してアンケート調査を実施することとした。
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調査の実施概要

 調査はアンケート方式により、次のとおり実施した。
 調査対象

 全都道府県の公立及び国立大学附属の中学校から抽出した300校

 調査方法

 郵送にて調査票を配布し、回答を依頼

 回答は返信用封筒による郵送

 調査期間

 2022年2月14日～2022年3月29日

 アンケート項目

 授業での「企業会計」や「会計情報の活用」の取扱い状況

 取扱いの程度の活用した教材

 2022年度の取扱い意向 など

 協力

 株式会社日本教育新聞社
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 授業での取扱い状況
「企業会計」「会計情報の活用」を授業で触れたのは50％。そのうち3/4が数分程度の取扱い。

調査の結果概要

 回答回収状況
 44都道府県の118校（回収率39.3％）

 回答のポイント①

取り扱った

50%
取り扱わなかった

50%

その他

45分程度（事例の分析などを通じて、会計情報の提供・活
用の意義を考察する）

10～20分程度（情報開示や説明責任をテーマとともに一定
の時間を取って説明する）

数分程度（株式会社の仕組み、市場の仕組み、企業の社会
的責任などの説明の中で簡単に用語に触れる）

45校
76.3％

6校 10.2％

4校 6.8％

4校 6.8％
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調査の結果概要

 回答のポイント②
 授業で用いた教材

教科書以外の教材も活用した学校が半数以上

89.8%

50.8%

10.2%

3.4%

3.4%

0.0% 50.0% 100.0%

教科書

資料集

副教材

出前授業

その他

活用した副教材・出前授業の依頼先は、主に金融経済教育
関連のものであった。
例
• 株式会社をつくろう！（証券知識普及プロジェクト）
• 金融クエスト（日本証券業協会）

 生徒の理解度
理解が深まらなかった要因として、時間や資
料での取扱いが挙げられている

理解が深まった, 
71.2%

理解は深まらなかった

28.8%

（要因、自由記述）

•事例を使っての考察をする
時間を確保できなかった

•教科書や資料集の扱いがそ
れほど大きくない

•授業時間数の関係で難しい

•内容に触れる程度で十分に
理解する時間は取れない

•馴染みのない言葉で難しい

など
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調査の結果概要

 回答のポイント③
 授業で取り扱わなかった理由  2022年度の予定（2021年度取扱い無し）

約3/4が「未定」

59.3%

57.6%

39.0%

30.5%

16.9%

0.0% 30.0% 60.0%

公民の授業時間が足りな
かった

教科書に「会計」の記述が
なかった

自身の知識が十分でなかっ
た

指導方法が分からなかった

指導要領解説での言及を知
らなかった

あり

6.8%

未定

74.6%

なし

18.6%
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調査の結果概要

 回答のポイント④

 日本公認会計士協会が制作した「『会計情報の活用』授業支援パッケージ」について

使用してみたい 63.6%使用したくない 30.5%
無回答
5.9%

（主な理由、自由記述）

•資料集にはない資料があり生徒の理解
につながる

•ワークシートで会計についてだけでな
く幅広く学べそう

•簡略化されていて分かりやすい

•教科書だけでは分かりづらい内容の説
明がある

•生徒が視覚的に捉えやすいように工夫
されている

など

（主な理由、自由記述）

•時間の余裕がない

•思わず考えたくなるものになっていな
い

•詳しすぎて指導しきれない

•他の経済分野に関する知識も併せて学
習することができないと厳しい

など
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総括

 調査結果から分かったこと
 新たに取り入れられた内容にもかかわらず、半数の学校で取り扱われたことから、会

計の重要性についての理解が広がりつつあることが伺える。

 授業で取り扱ったうち約3/4で数分程度の取扱いであったが、教科書の記述量などを勘
案すると妥当。

 取扱い有無を問わず、授業時間数の制約を挙げる声が多い。

 当協会制作の授業支援パッケージは、改善の余地はあるものの概ねニーズを捉えてい
る。

 今後の施策への活用
 授業支援パッケージに対するご意見は、現場からの貴重な声として受け止め、改善や

更なるニーズに応える教材の開発に活かしていく。

 会計についてより一層学校現場に浸透させるには、授業時間数の確保、教科書の記述
の増加が不可欠。関係当局や教科書会社・副教材会社への働きかけを続けていく。
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参考（調査票）
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